
【参考】 ＜畜産物＞ 持続可能性に配慮した畜産物の調達基準（概要）
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農林水産物・食品の輸出額の推移

資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成

●我が国の農林水産物・食品の輸出は、平成25年から５年連続で増加し、平成29年輸出実績は8,071億円。
●平成30年1-4月の輸出実績は、2,831億円で対前年同期比13.0%の増加。
●平成31年の農林水産物・食品の輸出額１兆円目標に向けて取組を進めている。

資料：財務省「貿易統計」を基に農林水産省作成 41



牛肉の輸出・輸出先国の推移(金額ベース)
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1-5月

香港 カンボジア 米国 シンガポール マカオ ＥＵ タイ ラオス ベトナム 台湾 その他

34.0 34.6

4.7 6.5

40.5
37.7

20.4

（億円）

50.6
57.7

81.7

牛肉の輸出・輸出先国の推移(金額ベース)

出典：財務省 貿易統計

110.0

135.5

191.6 

28年比

41.4％増

前年同期間比

38.8％増

89.4
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諸外国との検疫協議による輸出環境整備について

・ 政府の掲げる農林水産物・食品の輸出額１兆円の目標を前倒しするためには、動物疫上、輸出できる
国・品目を広げ、畜産物の輸出のための環境整備を図ることが重要。

・ 動物検疫に係る輸出解禁については、相手国への解禁要請をした後に、相手国において疾病のリスク
評価がなされ、検疫条件の協議を経て、行われる。

・ 平成28年１月以降は、以下の国について、輸出規制が緩和・解禁。（平成30年７月現在）

＜主な要件＞

・平成29年9月：解禁

＜主な要件＞

・平成28年１月：
豚肉、牛肉とこれらの加工品

・平成28年９月：鶏卵

・平成29年11月：解禁

＜実績＞

＜実績＞ ＜実績＞

平成28年１月15日～平成30年4月30日

牛肉：約5.1億円（27,666ｋｇ）
豚肉：約229万円（862ｋｇ）

牛肉、
豚肉等

国内産
個人
消費

５kg
以内

鶏卵 国内産
個人
消費

30個
以内

上記を満たしたものに、動物検疫所の簡易
証明書（シール形式）を添付

台湾：牛肉の輸出解禁シンガポール：畜産物の携行品
輸出解禁

マレーシア：牛肉の輸出解禁

※財務省貿易統計より

＜主な要件＞

・厚生労働省が認定し、台湾政府
当局が承認した食肉処理施設に
由来すること。
・月齢30ヶ月未満の牛に由来するこ
と。

平成29年9月22日～平成30年4月30日

牛肉：約29億円（431トン）

・日本国内で輸出前12ヶ月間口蹄疫
及びBSEの発生がないこと。

・マレーシア政府当局認定施設で
ハラール方式で処理されること。

・月齢制限はなし。

平成29年11月7日～平成30年4月30日

牛肉：約1.5億円（26トン）
※財務省貿易統計より

※動物検疫所検査実績より
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日本からの畜産物の輸出に関する動物検疫の現状

１. 輸出が可能な主な品目及び国・地域

品目 国・地域 貿易量（平成29年）

牛肉
香港、カンボジア、米国、台湾、シンガポール、EU、タイ、マカオ、ラオス、タジキスタン、ベトナム、カナ
ダ、UAE、フィリピン、マレーシア、インドネシア、ニュージーランド、メキシコ、ロシア、カタール、スイス、
モンゴル、バングラデシュ、ミャンマー、バーレーン、ブラジル、豪州、アルゼンチン等

2,706トン（192億円）

豚肉 香港、マカオ、シンガポール、台湾、カンボジア、ベトナム等 2345トン（10億円）

家きん肉 香港、カンボジア、ベトナム等 10,004トン（20億円）

殻付き家きん卵 香港、シンガポール等 3,889トン（10億円）

乳
製
品

LL牛乳 香港、台湾、シンガポール、タイ等 4,622トン（10億円）

チーズ 台湾、香港、タイ、ベトナム等 750トン（11億円）

育児用粉乳 ベトナム、台湾、香港等 5,102トン（80億円）

アイスクリーム
その他氷菓

台湾、香港、シンガポール、韓国、中国、タイ、米国等 5,462トン（33億円）

牛皮 タイ、韓国、香港、ベトナム、台湾、インド、等 10,744トン（18億円）

豚皮 タイ、台湾、韓国、ベトナム、香港、フィリピン、カンボジア等 66306トン（108億円）

２. 輸入解禁を要請し、協議中の国・地域

○牛肉：中国、韓国、ブルネイ、トルコ、イスラエル、サウジアラビア、クウェート、レバノン、南アフリカ、ペルー、チリ、ウルグアイ

○豚肉：EU、米国、中国、韓国、タイ、フィリピン、メキシコ

○家きん肉： EU、米国、ロシア、マカオ、中国、台湾、韓国、モンゴル、 シンガポール、インドネシア、フィリピン、マレーシア、バングラデシュ、パキスタン、UAE

○家きん卵： EU、米国、ロシア、マカオ、中国、韓国、インドネシア、フィリピン、マレーシア、バングラデシュ、UAE、台湾

○乳・乳製品：EU、中国 ○牛・豚原皮：中国

資料：財務省「貿易統計」

（平成30年７月３日現在）
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（27年度以降の実績）

・豪州 牛肉
常温保存可能牛肉製品

・ミャンマー 牛肉
・ブラジル 牛肉

牛肉製品等（携帯品）

・タイ 牛肉
（貨物の第３国積み替え、30ヶ月齢制限撤廃）

・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 鶏卵等（携帯品）

・台湾 牛肉
・マレーシア 牛肉
・アルゼンチン 牛肉

・韓国 鶏卵
・中国 牛乳・乳製品

・ロシア 牛肉 （施設追加）

・マレーシア 鶏肉
・米国 豚肉、鶏肉、鶏卵
・EU 豚肉、鶏肉、鶏卵、乳製品

・中国 牛肉、豚肉、鶏肉、鶏卵
・タイ 豚肉
・台湾 鶏卵
・フィリピン 豚肉

・ウルグアイ 牛肉

○ 動物検疫に係る輸出解禁は 、「農林水産業の輸出力強化戦略」において策定された国・地域別の輸出拡大
戦略及び産地の要望を踏まえ、相手国への解禁要請をした後、相手国において疾病のリスク評価がなされ、
検疫条件の協議を経て、行われる。

○ 検疫交渉の対象となる家畜伝染性疾病は、OIE（国際獣疫事務局）が定めており、各国で共通（主な疾病は、
口蹄疫（牛、豚）、BSE（牛）、アフリカ豚コレラ・豚コレラ（豚）、高病原性鳥インフルエンザ（鶏））。
※ 日本は口蹄疫、BSE、アフリカ豚コレラ、豚コレラの清浄国。

○ 加工食品（ハム等）も、検疫協議の対象。

動物検疫に係る輸出解禁の特徴と流れ

等
等

等

輸出解禁に向けた流れ（平成30年６月29日現在）

相手国への解禁要請

検疫条件の協議中

約６年（平成１５年以降に解禁された２０カ国の平均）

※１：家畜衛生体制や疾病の清浄性の評価

・韓国 牛肉、豚肉
・インドネシア 鶏肉
・フィリピン 鶏卵

輸出先国による
疾病リスク評価(※１)の実施中

動物検疫協議中 輸出解禁済

等
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我が国における高病原性鳥インフルエンザ発生後の畜産物の輸出検疫協議状況

○ 2018年１月10日昼、香川県において高病原性鳥インフルエンザを疑う事例が発生。これを受け、
我が国は輸出検疫証明書の発行を自主的に停止。（11日夜、Ｈ５亜型と確定し、輸出先との合意
に基づき正式に停止。）

○ 同時に、輸出先国に対し疾病の発生や防疫措置情報などを情報提供し、早期の輸入再開を要
請。各国の対応が判明次第、輸出可能な物について交付を再開。

○ ４月15日、OIE規定に基づき我が国はHPAIの清浄国に復帰。翌16日、各国あて日本産・香川県
産家きん製品の輸出再開を要請。

国・地域名 各国の対応

香港
香川県以外の家きん肉・卵・卵製品の輸入可（１月12日接受）

香川県からの家きん肉・卵・卵製品の輸入再開（４月18日接受）

カンボジア
日本で鳥インフルエンザが発生した場合でも、日本国内で流通している家き
ん肉・家きん肉製品の輸入可（2017年１月27日接受）

ベトナム

日本で鳥インフルエンザが発生した場合でも、発生県以外からの家きん肉
の輸入可（１月12日接受）

香川県からの家きん肉の輸入再開（６月22日接受）

シンガポール
香川県以外の食用卵の輸入可（１月15日接受）

香川県からの食用卵の輸入再開（４月18日接受）

台湾 日本全国からの食用卵輸入停止（１月12日接受）

平成30年６月25日現在
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まん延防止対策発生時には･･･

都道府県
（家畜保健衛生所）

国
（農林水産省）

国（動物検疫所）による
水際措置の徹底

・動物、畜産物等の輸出入検疫

・入国者に対する質問、携帯品の
検査・消毒

発 生 農 場

発生国・地域

人
的
支
援
（
疫
学
調
査
チ
ー
ム
の
派
遣
）

財
政
支
援

財政支援（消毒費用等）

人的支援（専門家、緊急支
援チーム等の派遣）

連携

患畜の早期の発見・通報

・特定症状を呈している家畜を
発見した旨の届出

・患畜等を発見した旨の届出

防疫指針の作成等

発生時に備えた準備

・農場での飼養衛生管理が適正に行わ
れるよう指導・助言、勧告、命令

・補完的に提供する埋却地の準備
・防疫対応に必要な資材の確保、派遣人
員のリストアップ、防疫演習等を実施

農場での飼養衛生管理の徹底
（飼養衛生管理基準等）

・飼養衛生管理基準の遵守

・畜舎等における消毒設備の設置、当該
設備による消毒

・患畜等の焼却・埋却が必要となる場合
に備えた土地、施設の確保等

・家畜の飼養衛生管理状況の定期報告

・患畜等の早期の発見・通報の徹底

家畜の所有者

国の財政支援

・患畜等に係る手当金及び特別手当金（口蹄疫、高病
原性鳥インフルエンザ等のみ）の交付

・必要な防疫措置を講じなかった者に対する手当金及
び特別手当金の減額

・指定家畜に係る補償金、飼料費等の費用の交付

・家畜の死体・汚染物品の焼却・埋却の費用の負担

・移動制限による出荷制限に伴う経済的損失の補塡

都道府県が防疫指針等に
基づき行う措置に協力

防疫方針の決定・改定
（緊急防疫指針の策定）

まん延防止措置

・発生農場周辺の通行の制限・遮断

・家畜等の移動の制限、と畜場の事業の停止等

・消毒ポイントを通行する車両の消毒

・患畜等の所在した畜舎等の消毒、当該畜舎等に
おける消毒設備の設置、当該設備による消毒

・患畜等の速やかなと殺、殺処分

・患畜等の死体・汚染物品の焼却・埋却

・指定家畜の予防的殺処分（口蹄疫のみ）

市町村

都道府県
（家畜保健衛生所）

国
（農林水産省）

発生予防対策

家畜伝染病予防法の概要

家畜伝染病予防法の目的：家畜の伝染性疾病の発生の予防及びまん延の防止により、畜産の振興を図る。
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口蹄疫の発生等を踏まえた家畜伝染病予防法改正（平成23年）のポイント

・ 家畜の伝染性疾病の病原体について、的確な管理を行う
観点から、病原体の所持に関する許可制等を導入。

・ 家畜の伝染性疾病の病原体について、的確な管理を行う
観点から、病原体の所持に関する許可制等を導入。

その他

・ 家畜の伝染性疾病の病原体について、的確な管理を行う
観点から、病原体の所持に関する許可制等を導入。

その他

・ 患畜・疑似患畜の届出義務とは別に、農林水産大臣の定め
る一定の症状を呈している家畜の届出義務を創設。

早期の発見・通報

・ 家畜防疫官に、入国者に対する質問、入国者の携帯品の検
査・消毒に関する権限を付与。

・ 平時における家畜の所有者の消毒設備の設置義務を新設
し、畜舎等に入る者の身体、物品及び車両の消毒を徹底。

・ 飼養衛生管理基準の内容に、患畜等の焼却又は埋却が必要
となる場合に備えた土地の確保等の措置を追加。

・ 家畜の所有者に都道府県知事への家畜の飼養衛生管理状況
の報告を義務付け、飼養衛生管理基準を遵守していない場
合、都道府県知事は、指導・助言、勧告又は命令を実施。

発生の予防

・ 口蹄疫・高病原性鳥インフルエンザ等の患畜等について
は、特別手当金を交付し、通常の手当金と合わせて評価額
全額を交付。

・ 必要なまん延防止措置を講じなかった者に対する、手当
金又は特別手当金の全部又は一部の不交付又は返還のルー
ルを創設。

・ 都道府県が移動制限等をした場合における売上げの減少
額等の補塡対象となる畜種を家畜全般に拡大。

・ 都道府県による消毒ポイントの設置に要した費用を家畜
伝染病予防費の対象に追加。

迅速・的確な初動対応

・ 口蹄疫のまん延防止のための最終手段として、患畜・疑似患
畜以外の家畜の予防的殺処分を導入。

・ 家畜伝染病の発生時における家畜の所有者の消毒設備の設置
義務を新設し、畜舎等から出る者の身体・車両の消毒を徹底。

・ 消毒ポイントを通行する者の身体・車両の消毒義務を新設。

財政支援の強化

○ 平成22年度の宮崎県における口蹄疫の発生状況や同年度の高病原性鳥インフルエンザの発生状況
等を踏まえ、家畜伝染病の「発生の予防」、「早期の発見・通報」及び「迅速・的確な初動対応」
に重点を置いて防疫対応を強化する観点から、平成23年４月に家畜伝染病予防法を改正。

○ 上記改正のうち、財政支援の強化等については同年７月１日から、入国者に対する質問、飼養衛
生管理基準の内容の追加、一定症状の届出義務等については同年10月１日から、それぞれ施行。
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（１）国は、都道府県と連携して、家

畜伝染病の発生予防やまん延防

止のための取組を実施。

（２）発生予防として衛生管理の徹底

やサーベイランスによる発生状況

の把握、ワクチン接種の指導等を

実施。

（３）疾病の発生時には、まん延を防

止するため感染家畜の処分や移

動制限などを実施。

国内防疫の取組

国内での具体的な取組

・飼養衛生管理の徹底

・発生状況の把握
（サーベイランス）
・正しい知識の普及
・早期発見・早期届出

・感染家畜のとう汰
・移動の制限
・周辺農場の検査

飼養衛生
管理基準

特定家畜
伝染病
防疫指針
ほか

発生予防

早期発見

まん延防止
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4/20 4/27 5/4 5/11 5/18 5/25 6/1 6/8 6/15 6/22

殺処分待機
疑似患畜数の増加

ワクチン接種
により終息へ

感染拡大

（万頭）

平成22年の宮崎県における口蹄疫の発生及び防疫措置

・ 平成22年４月20日、宮崎県において我が国で10年振りに発生（292戸で発生、210,714頭を殺処分）。

・ 移動制限や感染家畜の処分、消毒等の防疫措置を実施したものの、宮崎県東部において局地的に感染が急速に拡大
したことから、我が国で初めての緊急ワクチン接種を実施（ワクチン接種殺処分：87,094頭）。

・ この結果、口蹄疫の発生は減少し、平成22年７月４日以来発生は確認されず、７月27日に全ての移動制限を解除。

宮崎県で口蹄疫
の発生を確認

H22.4.2
口蹄疫ワクチン接
種の実施を決定

5.19
口蹄疫対策特別措
置法の施行

6.4
全ての移動制限区
域を解除

7.27
OIEによるワクチン非接種清
浄国への復帰の認定

H23.2.5

殺
処
分
待
機

疑
似
患
畜
数

5.22
ワクチン接種開始

殺処分待機
疑似患畜のピーク時

約７万頭
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